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最適システム論の形成をめざして

- ■一比較経済体制論の新しい方向——

島 和 俊
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I 序 ^ ：経済体制論の再検討

従来の経済体制論の方法は，一般に，完全競争の資 

本主義体制と中央集権的計画の社会主義体制を相互に 

対立する両極端物と見なしてそれらのモデルと現実を 

比較対照することにとどまり，それぞれの体制の擁護 

者が自己の侧の優位性を誇示するための手段として利 

用される傾向が強かった。

そのような論争の過程で資本主義体制にたいして加 

えられた批判をとりあげてみると，それらは主として， 

市場機構の内在的な欠陥およびそれが十分に働かなV、 

こと，そして私有財産制を基礎としていることに起因 

するものであった。 しかし，現代資本主義はそれらの 

欠陥を種々の方法で克服することによって，その発屁 

を遂げている。•その過程で，資本主義体制には大きな 

変イ匕が生じているが，それは3 つの面，すなわち，経 

済制度の変化，政治 • 社会制度の変化，そして経済 • 

社会理念の变化という観点からとらえることができる。 

第 1に, 経済制度の面では，所有関係の変化と市場機 

構の変化とがある。前者には，国家の財政規模の増大， 

公企業の増大，所有と経営の分離等による私企樂の公 

的性格の増大などがある。また，後渚には，経済計画

の発展，寡占体制の出現が含まれる。第 2 に, 政治，

社会制度面では，民主主義の普及と階級対立の緩和が

見られる。特に前者には，議会制民主主義の発達に加

えて，企業の運営や政策機関への人々の参加を含む産

業民主主義の発展が含まれる。そして, 第 3 に，経済-

社会理念の変化と しては，自凼放任思想の衰微と福祉

思想の普及が見られる。

以上のような変化を通じて，現代資本主義は次々に

その問題を打開してきているが，最近では，環境破壊

の問題等との関連で，分権的な制度の典型である市場

機構と，それに恶づく資本主義経済体制の欠陥を改め

て問題にし，より計画化された機構の必要性を明らか

にしようとする研究が盛んになっている。この問題に

たいする関心は，市場機構の有効性の分析に重点を置.
(1 )

いてきた近代経済学派の間に普及しつつある。

他方において，社会主義体制においても，その発展

の過程で効率性の欠如と個人の自由の抑制に関する多

くの問題点が指摘されてきたが，その多くは，社会主

義体制が市場機構を欠くことから生じてい^)。そこで，

それらの欠陥を楚正するために，利潤制度の採用や企

業の自主性の尊重，そして市場機構の部分的な導入等

の動きが兒られるようになっている。そして最近では，

社会主義経済体制の優位を主張しているマルクス経済

学派の間にも，現存の経済体制の運営への批判を通じ

て，経済体制論への理論的関心が高まっている。すな

わち，そこでは，中央集権的な社会主義経済体制を批

判し，より分権化された社会主義計画経済の実现可能

性と有効性を明らかにしようとする傾向が強まってい 
(2 )
る。

特に，中央集拖的な社会主義経済体制におV、てこの

注（1) 宇沢弘文「環境破壊とインフレーシン」び中央公論j 1970年8月号) 

稲は丨献ー「所得分配の政治緙済学j (r中央公論j 1971年3 JJ切 

W 木畕彦ヤ扭織と計闽の経济理論j 崧波割占，1971印，等。
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ような改善への新しぃ新きが積極的に打ち出されるよ 

うになってきたことは注目に値する。そのことは，逆 

にレ、えば,現存の中央集権的な経済体制の運営が必ず 

しも効率的には行なわれていなぃことを証明してぃる。 

それは，経済の発展にともなぅて中央集権的な計画経 

済ではその管理の系統が急激に複雑j匕してくることに 

その1つの原因がある。たとえば，現在のソ連の管理. 

計画方式の下では，経済的成長につれて管理，計画作 

業の量は産出高や企業数の2 乗， 3 乘の割合で増大す 

るので，1980年までにはソ連の全成人とほぼ同数の人 

々界デ理，計画作業に従—事しなければならなくなって 

くる，といわれるほどである。そして，このようた:管 

理 • 計画の費用は，中央集権的計画経済(こともなう固 

有の費用と考えられるが, それは，その処理方式を改 

善しなぃままであれば，おそらく，規模にたぃする費 

用通増の傾向を示して行くものと免ら；̂ミ。’そのごと 

は，技術革新やその他の発展の速度が急速に進んでし、 

る現代の高度産業社会におV、ては特に大きな問題とな 

つてくるであろう。このことは，極度に中央集権的な 

決淀方式が現実には成矣と両立しなぃことを示してぃ 

ると考えられる。その結果，現代の社会主義は，より 

合理的な計画システムを模索する必要に迫られてV、る 

‘といえよう。 . . ： ' '

そのような傾向の先駆としては，ランゲ；ラーナー 

型のモデルがある。これは社会主義に分権化計圃の濞 

入の必要性を主張したものであり，中央計画当局は需 

給を均衡させるように価格を設定し，企業の管理者は 

自主的にそれぞれの財の公定価}格にその財の限界費用 

がー致する点までの数量の生産を行なうように努める 

というものである。また，ラーナーは，価格形成を自 

由市場に委ね！) ことによってぃっそうの効率化を達成 

しようとしている。ただ，このモデルの問題は，パイ 

ェクが批判しているように，経済の静態面にのみ蜇点 

が置かれ，経済の動態面が無視されてぃることにある。

今日では，経済の計画化に関する理論はぃっそう深 

く広範に進められてきて、、る。そこでは種々の方法が 

模索されているが，最も共通している特徴は，組織を

情報交換と意思決定の場としてとらえ，様々な代替的 

プロセスを比較することを通 じて，最適な経済システ 

ムを設計しようとする動きが見られることである。

この小論では，以上のような最適システム論への要 

請に逛づいて，n において最適システム論の現状を見， 

次いでmにおいて，まず最適システム論の設計の際に 

どのような分析手法が用いられているかを検討し，そ 

こから，最適システム論の新たな展開の对能性を探り， 

最後に， IVにおいて，最適システム論の形成のための 

前提となる諸条件を考察する。

n 最適システム論への模索

スカー . ランゲ等によ蚤「市場的社会主義」のモ 

デルは，すでに1930年代に現れていたが，それは最適 

システム論の先駆をなすものと見ることができる。ラ 

ンゲのモデルにお^、ては，資本財は国有になっており， 

中央計画当局の設定する計筧価格に鉴づV、て国有企業 

間で取弓丨されるが，消費選択の自由と職業選択の自由 

が存在L , 消費財の価格と賃金は現実の市場において 

需要と供給の関係で決矩される。そこでは,中央計画 

当局は，試行錯誤の過程を通じて需給を均衡させるよ 

うな価格を決定する機能を果たすのにとどまる。まだ， 

産出高の決定は，中央針画当局ではなく，経営者によ 

って行なわれる。ただし，その決定は，中央計画当局 

の課する3 つの規則，すなわち，第 1 に，経営者は平 

均费用を最小化するように生産要素の組み合わせを決 

宏すること,，第 2 に，生産は，限界費用が価格に等し 

くなる点まで産出高をもって行くようにすること，そ 

して笫3 に, 産出高の決定の際には，その決定と伽格 

とは相互に独立であるかのように行なうこと，に従う 

^■とになっている。

このような市場的社会主義の下では，利潤，利子, 

地代等が個人に婦厲しないので，社会的により望まし 

い所得の分配，ひいては資源の配分がより容易に行な 

えると主張されている。また,均衡を達成するまでの 

継続的な試行め回数については,情報を速く広範に行

注（2 ) Wlodzimierz Brus, Ogolne problemy funkcjonowania gospodarki socialistycznej, P.W.N.. Wartzawa, 1961 (_
岡ffi成訳『社会主義経济の機能モデルj , 合同出版，1971年〉この他, ■ Oskar Langeの一迪の著作や，後に.とり上げる 

Jan Drewnoweki, Nikolai Fedorenko -
(3) W 木 酿 v 掲爵, p. 58.

⑷玉咖•■芳郎也会件 K の組織化j  (玉卿 :制 ■ 观代の経济勒纖』R本評論社，1970年） •
(5 )  Oskar Lange, “Trial and Erm. ill a Socialist Economy”，Capitalism, Market Socialism and Central Planning, 

edited by Wayno A. Leenian, Houghton Mifflin Company, Massachusetts, 1963. (玉好井艿郎監訳 **比較経済休制 

.論』丨ヨ本評論社，1966年所収）.
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き渡らせることによってその数を減らすことができる

と考えられている6 しかしながら，他方において，先

の 3 つの規則を経営者に如何にして徹底させるかが問

題となる。もしもそのために中央計画当局による統制

が必要であるとしたならば，市場的社会主義は真に分

権的な決定の体制でありうるかどうかという問題が生

じてくることになるa

■ヤン，ドレウノウスキーは，個人の選好から出発す

るようなランゲのモデルを非現実的であると批判し，

個人の選好と同時に国家の選好をも含む2重選好体系 
(6)

論を提起している。彼によれば，国民経済には2 つの 

評価体系が存在している。すなわち，多数の個人選好 

関数の体系と単一の国家選好関数とである。国家選好 

関数は，社会主義経済においては，国家の経済計画と 

して表明される政策目標値と，現実に実行された国家 

の経済政策とによって示されるものであり，国民は， 

政治的過程を通じてそれに影響を与える。このような 

2 つの選好体系に鉴づいて， ドレウノウズキーは，経 

済を 3 つの領域にK 分する。すなわち,国家選好が支 

配的な国家支配圏と，個人選好が支配的な個人支配圏, 

そして，国家選好と個人選好が交叉する2 重支配圈で 

ある。この中で，国家支配圈においては，自然資源と 

技術のみが制約条件であり，市場め利用は行なわれず, 

財は割当配給される。

この理論におV、て最も重点が置かれているのは，国 

家選好と個人選好の相互作用が行なわれる2 重支配圈 

の分析である。彼は，市場の利用度の観点から，社会 

主義経済を3 つの段階に区分している。第 1段階市場 

経済においては，財は市場を通じて分配されるが，生 

産は計画によって統制されている9 第 2 段階市場経済 

においては，現存の設備による財の生産は市場におい 

て表示される消赀者選好によって決定されるが，消費 

財の総量，その生産に使用される資源の総量，そして 

投资パターンはすべて計画によって統制されているa 

そして，第 3 段階市場経済においては,消費財生鹰エ 

場の現'生産高と投資パタ一ンは最終生産物にたいする 

消费者需袈に基-づいて決定され，生産される消費財の 

総量と総投資は国家支配圈にとどまる。このように， 

より高度の段階の市場経済へ進むにつれて，国家選好 

と国家計四iは次第にその重驶性を失い，個人の支配領 

域が城大してくる。この理論は，最近のソ連および東

欧における分権化の動きを説明できるものと考えられ 

る。

以上のようなランゲやドレウノウスキーの理論をふ 

まえて，さらに総合的な「社会主義経済の最適機能イ匕 

の理論（れ中⑶』を提唱しているのが， ニコライ.フ 

ェドレンコである。この理論の意図するところは，科 

学的でかつ集権的な経済計画と， 自立的な個々の経済 

主体の活動との，最適な結合方式を見い出すことであ 

る。その主張するところは，社会主義経済は，まず， 

社会の発展の目的を設定し，次いで，その目的を達成 

するために与えられている種々の手段および制約条件 

を考え，その両者の対比の中から最適解としての経済 

の可能な発展のコースを選び出すというものである。

社会主義経済の発展にともなって，現代では，その 

経済制度は極度に複雑化してきており，そのことが経 

済の厳格な4«央集権的管理を困難にしている。その結 

果，たとえばソ連でも経済的決定の分権化が進み，各 

経済填位が自立的に意思決定を行なえるという意味で 

の自律作用の要素が増大してきている。そのような自 

律作用の範囲として, フヱドレンコは， 3 つめ領域を 

考えている。その第1 は，個人的消赀の行なわれる領 

域であり，第 2 は，階層的な構造においてとらえられ 

る同一階層の各企業の間の，あるいは各生産合同の間 

の関連領域であり，第 3 は，国民経済の種々の部門で 

の刺激制度においてである。そして，フェドレンコは, 

各経済単位の意思決定の自立性を損うことなく，同時 

に，それが社会全体の利益と一致するように各経済単 

位を結びつけるメカニズムとして，価格，利潤，貨幣, 

利子などで表わされる「商品 • 貨幣メ力ニズムj があ 

ると見ている。

また，この商品• 貨幣メ力ニズムは，消費財市場で, 

個人の選好関数の極大化行動を保証するものと考えら 

れる。それは，すなわち，消費者の選択権を承認する 

ことである。消費者の自由な経済行動が，具体的な商 

品 • 貨幣メカニズムの中で展開され，それに関するデ 

一夕が収集されて，それが，国民経済の最適性越準を 

作成するための情報の一部を成すことになるのである。 

その根眩には，消毀者の自由な行動を通じて初めて消 

錢者の欲求が理解できる，という考え方がある。この 

ようにして， 商品 * 貨幣メ力ニズムは,坐産および 

消毀の領域において， い b ば調節器の機能を果たし

注（6 )  Jan Drewnwskい ‘A Dual Preferen⑶ System，，，Ibid. C玉I利丨••劳郎監訳，前揭所収）

(7) Ii.n. <t>eApeimo, 0 pa3pa6oTKe chctcmw o^THMa;ibiioro 中yHKUHoimpoBamui skoiiomhkh, Mockbu, 
«Hayi(a», 1968. (公文俊平，治m/M征抄訳r社会主義最適經済体制論の3谀j (氓済評論j 1969牟10, 12>J号）
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てぃる。

こ の よ う な 「社会主義経済の最適機能化の理論 

(To4)C9) J に驻づI 、て，フェドレンコは，現実に機能 

す る 「経済の最適機能システム（Co<|)3)丄.を考'えてい 

る。そこでは, 計画の編成についてばかりではなぐ， 

計画の実施における管理や，分権化，企業の自立性の 

拡大，労働者にたいする刺激誘因の改善などが主要な 

問題とされている。すなわち，中央集権的な計画経済 

が有効に機能するための最適システムの構想とその目 : 

体化が，最も重要な課題なのである。この構想の根底 

には，次のような2 づの考えがある6 その第1 は，経 

済の効率的な運営のためには，下級機関としての産業 

部門や企業が,自立的な意思決定を行なうことができ 

る範囲を拡大させる必要があり，また，それに関連し. 

て，従来まで行なわれてV、たような細目にわたる計画 

指標は減らすべきであるということである。第 2 は， 

このような新しい経済制度の運営においては，種々の 

状況についての情報を収集. 分析し,それによって意 

思決定を行なうために,数学的な各種のモデルと電子 

計算機とを十分に利用する必要があるということであ 

る。このような考え'を基礎とする最適機能システムは， 

企業，産業，そして全国的な経済という3 つのレベル 

においてそれぞれとらえられる。

「経済の最適機能化システム j は，多層的な階層構 

.造をもつものである。複雑なシステムにおいては,，多 

くのシステム階層を想定することが，種々の問題の最 

適解を得るために都合がよいからである。そこでは， 

各部分の自立的な活動が，結局，システム全体の’最適 

化をもたらすようなシステムの実現のために，分権イ匕 

と集権化の最適な祖み合わせ，そして，それを保証す 

る商品 .貨幣メ力ニズム，物質的および道徳的刺激な 

どが，主耍な問題となっているのである。そして，こ 

のような間題に対処して行く最適システムを実現する 

ためには,それに応 じた経済情報システムを確立する 

ことが不可欠の条件となっている。

以上のように,フヱドレンコの理論においては非常 

に総合的な最適システムの構想が展開されている。

ところで，このような最適システムの探究は，社会 

主義体制の内部に限られているわけではなく，資本主

義体制においても行なわれている。ジャン •ティンバ 

一ゲンの「最適体制 :(Optimum技eg丨m e )jの理論は，そ 

の代表的なものである„ 彼は，進んだ資本主義体制と 

社会主義体制が， ともにその機能を最適化する方向へ 

進んでおり，それらが, やがては「最適体制j という 

形で収敛することになるであろうと述べている& ティ 

ンバ一ゲンは，最適体制への動きを推し進めるものと 

して，結果と手段との間の最も望ましい比率を意味す 

る 「効率J の原理と，政策目標の設定とその実施にづ 

い て の 共 責 任 感 を 意 味 す る 「連帯性j の原理とを 

あげている。そして「最適の体制一 すなわち最も効 

■率的な制度の組み合わせ一— への手がか.りは，' f |.量経 

済 学 究 の 助 け を 得 て ，厚生経済学から求めるごと

ができるj という立場から，彼は,最適体制の一般理 

論化を試みている。

m システム分析と最適システム論

1 . システム分析の導入

前節において見たように，フ- ドレンコは，国民経 

済と各経済単位と9 関連を， トー.タル•.システムとサ 

ブシステムとの関係，そして種々のシステム階層の存 

在としてとらえ，また，社会の目的と手段および制約 

条件とを対比し,そこから最適解を導き出すという分 

析方法をとっているa また，ティンバーゲンも，個人 

的およぴ社会的必要にたいして，制度および用具を手 

段の体系としてとらえ，それらの間の効果分析を通じ 

て，最も効率的な運営を可能にするものとして，最適 

体制を把握している。このように，両者ともに，経済 

体制の分析にシステ 'ム分析の方法をとり入れるととに 

よって，最適システム論を展開していることは，注目 

に値する。そこで、，そのようなシステム分析はどのよ 

うな内容をもっており，そして，それが最適システム 

論の構築にとってどのような役割と意義をもっている 

かを見てみよう。

一般に，システムとは，「それぞれ独立して一定の機 

能をもつ幾'^ かの部分あるいは要素が，相互に連動し 

て全体とし泛特定の目的なし、し行動を起こす統一され 

た 1つの体系J として理解される。このシステム匕は，

注（8 ) Jan Tinbergen, "The Theory of the Optimum Reg丨me” , Selected Papers, North Holland Publishing Company 
1959. ,

(9 )  . Jan Tinbergen, Shaping the World Economy, The Twentieth Century Fund, In6. New York, 1962, (大来佐武 

郎訳 *■世界経済の形成j 竹内書店* 1963年, 第6章）

(10) Jan Tinbergen, Ibid,,邦訳，p. 116.
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階層性が存在し，システムの全体と部分，部分と部分

は，それぞれ機能関係によって結びついている。そこ

で， t つのシステムの機能を評価する場合には，それ

が含まれているいっそう上位のシステム（トータル.シ

夂テム）の中で行なわなければならない。また，rシス
(12)

テムは，いずれも，環境があってはじめて機能するJ 

ものであるがら， 1つのシステ么を迪解するためには， 

そのシステムの置かれている環境の中でとらえる必要 

がある。

このようなシステムを構成要素の面から見ると，人 

的要素だけでつくられてぃる人的システム，物的要素 

だけから成る物的システムあるいは機械システム，さ 

らに，人と機械によっ弋構成されるシステムなどに分 

けられるン我々の扱う経済体制の問題は，高度の複合 

システムの問題としてとらえられる。

このように，すべての事象をシステムとしてとらえ 

るシステム分析の方法(システムズ. アプローチ）は，次 

のような手順を経て行なわれる。まず第1 に，達成す 

べき目的を明確に定め，第 2 に,その目的を達成する 

ために必要と考えられる手段の体系をすべて列举し， 

第 3 に，費用 * 効果比などの尺度を用ぃて，それらの 

手段体系のうちでどのようなものを採用することが最 

犬の効果をもたらすかを比較分析して, 実行可能な1 

つの具体的な目標を定め，第 4 に，その目標達成のた 

めの最終的な実行手段を選択する。この場合に，必要 

があれば, 目標の再検討が行なわれる。

システム分析においては，このように， 目的と目標 

とを厳密に区別することが大きな特徴となってぃる。 

このような目標に求められる条件として，次のような 

ものがあげられる。第 i に，最終目的と釣り合ってぃ 

ること，第 2 に，目的のように抽象的なものではなく 

て，より具体的かつ明確なものであること，第 3 に， 

同じレベルの目標群と釣り合ってぃること，第 4 に,

目標は固矩的なものでなぃとぃう認識の上に立つもの 

であること，などである。

この目標は，物的システムの場合には，それを設計. 

作成する人々が与えたいと思う最大値を意味するが，

人的システムの場合には自ら_ 現したいと思う値を意 

味する。すなわち，物的システムの場合には，設訐時 

に定められた値が運転時に変わることがないのにたい 

して，人を含むシス.ァムの場合には/人の意欲と選択 

した方法によって，最初の目標値以上にもなれば，そ 

れ以下にもなるという不安定な性質をもっている。そ 

して，経済運営のシステムは，人を含むシズテムであ 

るから，そこに，管理の問題が存在することになる。 

それが， 目標管理の問題である。

目標の管理においては，少なくとも，第 1 に，全体 

目標と個別目標群が効率の面から最適に編成されるよ 

うに促すこと，第 2 に， 目標およびその実現方法の主 

体的選択を保障することによって目標の実現を刺激す 

るこt が必要である。第 1 は，経済運営の意思とそ 

の編成の問題であり，第 2 は，生産意欲の刺激の問題 

である6 このような問題が出てくるのは，経済運営の 

システムが人を含むシステムであることから,.目標設 

定のメカニズムの中に人間の意思が入ってくることを 

考慮しなければならないからである。そして，現場の 

人間が目標設定に参加するシステムにおいては,それ 

.によって，客観的に価値のある目標が，若干の修正を 

経て，現場の人間にとって突現に値する主観的価値の 

ある目標へと転じることになる。ぺ

このようなシステム分析の基礎には，人を含むシス 

テムにおいては絶対標準などというものは本来存在し 

ない，という考えがある。人を含むシステムは高次の 

存在であるから，物的システムと比べれば，ある程度 

の幅をもった大まかなものとなってくる。その幅とは 

「選択」の余地を意味する。そして，そのような選択 

は，機能を最適化するようになされる。

そこで,システム論の考え方は，人間の意思の尊重 

と結びつく。なぜなら，機能の最適化は,目標設定に 

参加する人々の意思に依存するからである。もし人々 

の積極的な意思が尊遺されなければ，人々は辉い達成 

目標と低次の方法を採用し，革新のための創造力を刺 

激されることはないであろう。このように,“ システム. 

論では，人間の積極的な意欲を重視している.

注( 1 1 )林周ニ「システム論の今日的意餞」（I■中央公論1969年11月号）

( 1 2 )片方善治>■システム入門j 日 経 文 1969年，p.13.

( 1 3 )鈴木成裕rシステムの時代j ダイアモンド社，1969年. p.81.

( 1 4 )鈴木成裕， m m i  P-99.
( 1 5 )鈴木成裕，前 麵 ，pp. 98-99.

( 1 6 )悄報化，K 主化などの進屁とともに，人を含むシステムは，f•规制するシステムj か ら 「参加するグステムj へと変 

化し；t： くる。 '
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また，システム分析において重要なことは，そこで 

は，フィードバックが重大な役割を担っているという 

ことである。このフィ一ドバックを利用する人的シス 

テムないし物的システムの機構は，サーヴォメカニズ 

ム （servomechanism)と呼ばれる。このようなフィード 

バックを利用するシステムでは，まず情報の流れが把 

握され，物の流れはその後に処理されるようになって 

いる。そこで，大規模システムは，まず情報システム 

として形成される必、要がある。また， 1つのシステム 

の最適化は，必ずしもトータル.システムの最適化と 

合致するとは限らない。そこで, 大規模システムでは， 

情報フィ一ドバジク. システムを通じて，各部分シス 

テムから送られてきた局所最適化の指標にたいして， 

トータル. システムの最適化の立場から修正を加え， 

それを各部分システムに送り返すという操作がなされ 

ている。 したがって，そこでは，実物的な意味での中 

央集権化なしに,機能の最適化を達成することが可能 

になる。

以上のようなシステム分析によれば> 我々の間題と 

する経済体制は， 1つの巨大な社会システムとしてと 

らえることができる。この社会システムは，多くの階 

層と種類のシステムによって構成されている高次の複 

合シスアムである。したがって，. 社会システムは，そ 

の内部に目的と目標とを多様に併存させているが，そ 

のような併存を認識することが，社会システムの効率 

的な機能亡役立ち，その社会システムの存続にとって 

重要であると考えられる。

このようなシステム分析の方法を経済体制の分析に 

導入することによって，経済体制にたいする時間的な 

幅をもった動態的なプロセス分析が可能となり，同時 

に，各システムに属する人々の参加と自主性を尊重す 

るようになる。そして，それらがシステムの効率を增 

進することによって最適システムの実現を促して行く 

のである。

2 . 最適システム論への新しい試み

前節において，システム分析が最適システムの設計 

の際に重要な意味と役割とをもっていることが明らか 

にされたが，このシステム分析の手法を通じて最適シ 

ステム論への実践的な接近を行なうものとして，経済 

サイハネアィクスの理論がある。

経済サイパネティクス（eeoftOmic cybernetics).とは, 

「経済過程を，単にそこで物的資溆および人力（nianpo- 

wer)の交換と流通が行なわれる過程としてだけ眺める 

のでなく，そこにおいて情報の交換と流通の行なわれ 

る過程として，またそれら両過©の相互作用する過程 

としてとらえ，モデル構成するj 経済分析の方法であるa 

その根底には，経済学は物を媒介にした人間と人間や 

関係，社会関係の科学であり*そこにおいて根本的 

に蜇:要な側面は，社会における各免体の意思決走のネ 

ットワークの問題であるという認識があ苓。このよう 

な考えに甚づいて，経済,サイ..バネティクスは，その対 

象とする過程のシステム. モデルを構成し，情1報と制 

御の概念を軸としながら，そのシステムの構造と発展 

の過程とを明らかにして行く。社会経済過程がそのよ 

うなサイバネティク• モデルで構成されると，.それに 

よって，情報変換,すなわち意思決定の主体間の相互 

連関としての社会経済的諸関係の構造が明示的に示さ 

れる。そのことが，経済サイパネティクフ、の遠要な,  

題である。

経済サイバネティクスは，社会主義経済における生 

産力の発展とそれにともなう経済管理の複雑化を背景 

として登場してきている。生産力の発展とその管理の 

複雑化が進むにつれて，中央当局の意思決矩と個別経 

済単位の意思決足の相互関連についての有効な設計お 

よび運営の問題が生じてくる。そこから，社会主義経 

済の計画的指導を有効にするための用具として，経済 

サイバネティクスの重要性が認識されるようになった 

のである。そこでは，社会主義経済の設計における種 

々の代替寒が考えられる。また，資本主義経済におい 

ても，社会経済過程の複雑化とともに，中央政府によ 

る経済調.整の役割が増大しており，個別企業の意思決 

定や公衆の意思決定などを反映しつつ，政策立案者が 

意思決定を行なV、，またそれによって個別企業や公衆 

の意思決定を制御するという必要が生じてきている。 

したがって，そこでも，経済サイバネティクスの方法 

は有効な分析用具となりうる。そして，この経済サイ 

パネティクスは，r数理経済学の分析技術的な意味での 

トウ一ルをふやすだけでなく，經済理論のヴィジ3 ン 

そのものの構築に根本的な寄与をするものとしてのト 

ウールであるj という点に留意すべきである。

このような経済サイバネティクスの扱う問題として

注（1?) Henryk Greniewnki, "Cybernetics and Economic Models”， The Iioview of Polish Academy of Sciences, IV, 
2(14), 1959.

(18), ( 1 9 )版尾袈「経济サイバネテイクスとはなにかj (r経济七ミナ—』1972牟 2月ち）
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(19)
は，次のような5 つの簕囲がある。第 .1 は，デシジa 

ソの社会的ネットワークとしての国民経済の制度•機 

構の設計と運営の間題を根本的に分析し設計しようと 

するもの，第 2 は，デシジ9 ソの社会的ネットワーク 

としての国民経済の制度. 機構を与件とt て，そこに 

おける国民経済レベルまたは産業レベルでの情報処 

理 ‘ 伝達•貯蔵め効率を改善するためのコンピューター 

利用システムの問題，第 3 は，企業管理における情報 

システムの間題，第 4 は，產業におけるオ一 トメ一 シ 

a ンおよび情報産業に関する経済学的• 経営学的分析， 

そして第6 は，経済学の理論概念のサイバネティクな 

検討である。もちろん，この領域は相互連関的なもの 

である。しかし，経済体制との関連で最も重要な領域 

は第 1 と第5 のものであり，事実，それらが経済サイ 

パネティクスの中心をなしている。

さて,：経済サイバネティクスによって社会経済過程

をとらえてみると，そこには，選択増幅装置 (selection

amplifier)と■しての社会メ力ニズムの問題が見い出され

る。一般に，ある選択を直接に行なうのが困難な場合

には，その選択過程を容易にし，選択能力を増幅する

メカニズムが利用される。すなわち，それは1種の間 (20)
援制御のメカニズムである。社会には，社会的選択を 

果たすためのそのような選択増幅装置が存在し，作用 

している。そして，市場機構はその1例である。とこ 

ろで，自由市場機構に資源配分をまかせる場合には, 

そのメカニズムが作用して到達すべき目標の方向へそ 

の社会の成員が制御を行なうことは容易ではない。そ 

こで，市場機構を計画的な国民経済と結合させること 

によって，システムに菜軟性を与えながら全体の経済

システムの機能の最適化をもたらそうとする試みがな 

さ れ て ⑶ 。

経済サイパネティクスは,経済政策の決定過程の分 

析においても有効な役割を果たすことができる。政策 

決定過程は第1 図のように示すことができ選好'ン 

第 1 図

ステムP では所得上昇，公害対策，物価対策等の目標 

が設定される。 P で選択された目檩T を達成するため 

にどのような政策手段I を採用するかが，行動決定シ 

ステムD M で決定される。 D はD M に入ってぐる他の 

データを示している。 G の手段変数が境界条件B の壁 

にぶつからなければ，'それは履行される方向へ進み 

(Y E S ) ,境界条件にぶつかる場合には(N O ) ,手段を变 

更したり， Ei標自体を再検討する方向にフィ一 ドバッ 

クが行なわれることになる。そして，この場合の選好 

■ンステムおよび行動決定システムは，現実的には中央 

政府のシステムであり，ティンバ一ゲンのV、う政策決 

定者 (policy maker)のメ力ニズムであ.る。また，そこで 

は，社会的諸勢力の相互作用I  S P が選好システムと 

境界条件とに影響を及ぼしており，同時に，その逆方

注（2 0 ) このメカニズムは次のように説明される。下図において，あるシステムX において可能な状態集合0 «eX ) の中か 

ら値もを選択したい。その場合にX と相互作用するシステムY が在在している。その変数は1/で示される• もしa; 
.がM こあるならば，汉は関数F を通じて扒にとどまる。ある作用wを Y に与えると？/が動くが，その移動は関数G 
を通じてa；を移動させる。2/が扔にあ■るときには，》は昀に保たれる。鉍を2/iに保つ作用，■すなわちY においてVi 

を選択することが，直接にX でれを選択するよりも容易ならば，X に Y を速結させることが，選択の増幅メ力,ニズ 

ムとして現れる。 -

X F
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r
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飯尼驳『市場と制御の経济迎論j  H本評論社，1970年，pp. 292-293.
( 2 1 )飯尼既 f m %  m m ,  m m
(22) 甩上久雄丨搔济政策の決定過程」（加藤寛，屮村琚一郎，新野•幸次郎榻m m m m , 右斐閲, 1971年）

飯足驳「社会的選択のサイパネテイク. モデル」成都大学経済树究所（ディスカッション• ベーパー），1970屯

56(555 )
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向の作用も働いている。このような分析方法を利用す 

ることによって，技術的操作のように見える経済政策 

決定過程と，社会的諸勢力の相互作用およびその結果 

をより精密に把握することが可能となる。

以上のよぅに，経済.サイバネティクスの理論は，社 

会•経済システムにおける種々の意思決定主体の相互 

連閨をすベて情報と制御の観点から明示的に示し，そ 

れによって，最適システムのモデル構成およびその実 

現のための有効な手段を提供することがで^2| 。

I V 最適システム論の形成のための前提

これまで見てきたように，現代では最適システム論 

への耍請は次第に増大しており，それに応じて各種の 

誠みが行なわれてきているが，この節ではそのような 

最適システム論を展開して行く際に考慮すべきいくつ 

かの問題を検討してみることにする。

我々が相異なる体制の優劣を比較し，それぞれの有 

効性を評価する場合には，その評価のための基準ある 

いは指標の選択の問題を避けることはできない。また，

体制の選択のためにどのような手続きを選ぶべきかに 

ついても，それを判断する基準が必要である。ここに，

価値判断の問題が生じてく t 我々が体制論を論じる 

際には，自己の価値判断を明示することによって，そ 

の論_ にV、っそうの客観性をもたせることが必耍であ 

る。その場合に，次のような3 つの方法が考えら;f f ! 。

第 1 は，特定の価値判断を前提することなく，諸経 

済体制の個々の構成要素である諸要素の機能を部分分 

析的に解明し,ありうる諸結合の性能上の特徴を示唆 

しようと試みる方法である。また第2 は,社会の多数

注 ( 2 3 )それぞれ手法は興なっているが，ともに最適システム論への試みを行なっているものに次のようなものがある。

Jacob Marschak: Towards an Economic Theory of Organization and Information, Decision Processes, Edited 
by R；M. Thrall, C. R. Coombs and R,L. Davis, 1957.

Josef Steindl: Servo-mechanisms and Controllei-s in Economic Theory and Policy, On Political Economy and 
Econometrics, Essays in honour of Oskar Lange, P.N.W., 1965.

公文俊平「一般システム理論と経済学」（《■経済セミナ--』197鄉 12月号〜 1971年 9月号）

公文俊平「集権的指令経済に内在する分権的® 素」（玉野井艿郎編代の経济組織j  R本評論社，1970年)，

背木昌彦，前掲書。

( 2 4 )正村公宏「経済体制論の方法と課題j (*■経済評論j 1972年4月号）

( 2 5 )たとえば，村上泰亮「経済体制分析序説」（**思想j 1971年11月号）

( 2 6 )代表的なものとして， Gregory Grossman, Economic Systems, Prentice-Hall, Inc., 1967. CA：好告輝說 r經济体制 

論j , 來洋経済，1969年）

(27) Gunnar Myrdal, The Political Element irt the Dovolopment of Economic Theory, Routlcdge & Kegart Paul 
Ltd., London, 1955 (山W雄三，佐藤隆三訳r経済学説と政治的興粜j , ギ揪社， 1■ 年,飨 8竜）

Gunnar Myi'dal, Objectivity m Social Research, Random House, Inc., 1969.(九培麻美訳.*"社会科学と価•判断j 
竹内勘ん1沉1年）
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意見として認められており，あるいは認められる可能 

性が f e ると考えられる一連のf 値基準に莲づいて，体 

制論的評価を試みる方法である。そして第3 は，特足 

の価値前提（群) をすすんで提示し，それに基づいて諸 

経済体制の評価と手段の選択に:o v 、ての鉴準を明らか 

p することによって，あるべき，あるいは，ありうる 

体制と移行過程を示す方法で^ る)。第 1 の方法は客観 

性のある方法と思われるが，その分析の過程では，諸 

個人のもつ種々の価値基準に言i t しなければならな、、。 

また，第 2 と第？の方法は，その価値前提を明示的に 

甲す限り，科学的な方法でありうる。

特に，.第 3 の方法は, 問題を発見するための1つの 

有効な方法と考えられる。この方法においては，特定 

の目標(群）との関連で,現存の諸経済体制とそれら耷 

正当化している理論モデルあるI 、は経済体制像を検討 

することを通じて，より望まL い体制の構築を考える 

ことが可能となる。価値前提を除外するのではなく， 

それを自覚的に取り扱うことが，最適システムの設計 

にとって重要なのである。このように*少なくともすぐ 

には国民の多数の同意を得にくい価値前提を置く分析 

を試みることは，社会システムの根本的な两:組織の可 

，能性を人々に提示するということにおいて， シ.ステム 

の発芦にとつて実践的な意味をもつものと考えられるa

また，経済体制の構成要素となる諸制度の関係の検 

討は，経済体制の分析において，価値基準の問題とな 

らんで重要な問題である。そ;^は，一般には，公有か 

私有か，計画か市場か，あるいは中央集権化か分権化 

かといった用語で示されてきているB ただし，この場 

合に，次のことに注意しておく必要がある。寸なわち， 

第 1 に,市場と計画は単純に二者択一的な選択の対象



響 :.W iMBffWy-OTWaMga.

最適システム論の形成をめざして

て，体制のパフォ 
(28)

，てくることである。

ではないことである。また第2 に，意思決定の過程が 

どのようなものであるかによ 

ンスへの影響は異な

諸制度め分析においては，次のような問題が横たわ 

っている。すな，わち，ある制度の機能は，他の諸制度 

との関連の中で各種の条件によって様々に影響される 

ので，それ 1つのみを取り出して評価を下すととは困 

難であるしとである。たとえば, 市場機構の機能は， 

それに組み入れられる計画の要素との関係や，そこで 

の情報め状態，そこに参加する各経済主体の意思等と 

の関連の中で扱われて初めて，より現実的な評脑がな 

されうるであろう。最適システム論への要請は，兀来， 

部分システムだけを考えてより良くなされたはずの社 

会行為が複雑な相互作用，すなわち，反応のタイム .

ラダ，アナウンスメント•エフヱタト，政策変化の短 

期と長如の結果め矛盾などを含めた各システム間の相 

互作用の結果，事態を全体としていっそう惡イ匕させる 

ことにもなりかねないという事実に由来していること 

が，ここで想起される。

我々が市場と計画を如何に組み合わせた社会を実現

するかということは，第 1に，我々が考える様々な目

標群の間^ :どのような優先順位をつけるかということ>

また第2 に，そのゥ* イト付けされた目標を達成する

ための様々な制度をどのように選びうるかということ

に基づいている。そして，これは，政治過程を通じて合
(29)

意 （あるいは妥協）の成立という形で具体化される。そ 

の場合に，どのような目標（あるいは価値）を優先し， 

どのような体制がより有効に働くかということについ 

て，人々に正確な認識を与える点において，最適シス 

テムに関する知識は重大な意味をもつものと考えられ 

る。まさに，我々は，「そのなかに自由が重喪な要素 

として含まれているようないかなるシステムにおいて

も，システムに関する知識は常にシステムを変化させ
(30)

吝J ということ，そして，「社会システムについての

われわれの知識が不正確であればあるだけ，そのなか
(31)

での自由の要素はそれだけョリ少なくなる」というこ 

と.を主張しているボ一ルディングの言に注目すべきで

すなわち，情報と制御の依! く合理的システムが整備 

されてくればくるほど，組織における恣意的な行為の 

余地が縮小してくる。集団的意思決定においても,そ 

のシステムの各成員の解人的評価と，集団的決定によ 

る評価との差異を最小化することが可能になる。この 

ような差異を最小にするような決定を採用することが， 

社会システムの運営€ とって重要となる。

最適システ今の実現めためには，社会*経済の管理 

調整のメ力ニズム自体を選祝可能な変数の中に組み入 

れ，代替的な社会 . 経済メ力ニズムの設計•選択を考 

えることが重要である。そして，そのようなシステム 

の下で，そのシステムに属する人々の意思決定への参 

加という要素をいっそう増大させる方向で集団的行頭T 

の意義を再搀討する，公共経済学の分野の成果をいっ 

そう採り入れることが必要である。すなもち/猶々多 

様な価値判断を有する多数の個人が,公共的諸変数に 

関して如何に協定を成立させ,実行するかというメ力 

ニズムの分析が組み入れられなければならない。そし 

て，この.ような最適システムは，' 不断の不均衡発展の 

過程において，その中で起こる諸々の変化への対応を 

組み込んで行くことのできるシステムである。

以上のような最適化を行なっていく経済体制につい 

ての規範的な分析は，現代社会の経済的，政治的,社 

会的, そしてクCの他の実態的分析を通じ，それらと結 

びつくことによって初めて，最適システムの実現のた 

めのより現実的な条件を提示しうるものと考えられる。

(大学院経済学研究科博士課程）

注(28) IK村公宏，前掲論文

( 2 9 )この丨丨腿!を特に扱うのが, 最近において盛んになってきている公共経济学の分野である。

(30) Kenneth E. Boulding, Beyond Economics, The University of Michigan, 1968 (公文俊平訳『経济学を超えて』， 

竹内揹店^ 1970年，p. 102) ' -
( 3 1 )前揭W, p .103 •
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タイル著

『計 量 経 済 学 の 原 理 』

Henri Theil, Principles of Econometrics, 

John W iley & Sons, 1971

「講義に出席し，教科書や雑誌論文を読んで化学者 

になれるとは誰も考えない。彼は時間とエネルギーを 

実験室における実際の研究にも当てるべきである。こ 

れと同様に，経済学における統計デ一タを現実のデ一 

タに触れることなく操作できるとは誰も考えない」と 

序文冒頭でタイルは述べている。そしてこのデ一 タ操 

作を可能にする手法を応、用と結びつけながら，できる 

限り追求しようと努めたとも述べている。この序文に 

おいて化学者を経済学者に，実験室を現実の経済（自 

然が我々に提供してくれる巨大な实験室）におきかえれば 

タイルの意図ははっきりするであろう。

教科窬は，我々が現実のデータに直面したとき，何 

をなし，何をなすべきではないかということを教えて 

はくれない。理論 •実証両面における長い研究過程の 

中でこのようなことがわかってくるに違いない。とは 

いえ,やはり最初に定評ある教科書にしたがって学ぶ 

に_ したことはない。その意味において，広範P1にわ 

たってすぐれた研究をしているタイルのこの書物に期 

待するところは大きい。

タイルの著書は「経済関係の線形集言わ(1954 ),「経 

済の予測と政策j  (19 6 1 ),「政府および企業のための最 

適決定ルールj  (1964), .「応用経済予測j  (1966 ),「経済 

学と情報理論j  (1967)など多数に上り，計量経済学の 

方法論の分野においても，タイルは2 段階最小2 乗法， 

3 段階最小2乗法の開発，誤差項めB LU S推定量，系 

列相関の検矩など虛耍な貢献をしており，理論 *防用 

両面’にわたり，幅•広い活蹯をしている最も著名な計量 

経済学者の1人である。

n

入門的な計量経済学の講義に出席して，背景となる 

統計学の知識が弱く，行列の知識も婷耍であると感じ 

たならば，研究の初期の段階においては，すなわち精 

神が瑞々しいときには，時間とエネルギーの一部を突 

際問題よりむしろ分析手法（technkjue)に当てた方がよ 

く，そうすれば，精神が円熟したときに，解決すべき 

P3題およびデ一タ分析にこうした手法を用いることが 

できよう。モデルは用いるべきものであって信ずべき 

ものではないということを理解するには円熟さを必要 

とする。とタイルはやはり序文で述べている。

本書は，しかし初歩的な数理統計学および行列の知 

識は与えてくれない。これらの知識, すなわち行歹IJの 

初步的な知識および基本的な正規分布の理論， t, F  

分布，点推定，区間推定，それに仮説検定についての 

原理は本書を読むにあたっての予備知識とされている《

m

本書の構成は次の通りである。

第 1章は行列，第 2 章は統計学の予備知識を要約。

第 3 章 最 小 2 乗法と標準線形モテ•ル

第 4 章偏相関と重相関

第 5章誤差項の統計的分析

第 6 章 一 般 化 最 小 2乗法と線形制約

第 7 章若午の線形関係式の結合

第 8 章漸近的分布理論

第 9 章同時方程式モデル入門;概略

第10章同時方程式モデルにおける統計的推測

第11章 特 定 化 お よ び 集 計 分 析 •

第I 2章計量経済学の未開拓領域 

この構成からわかるように，本書にはスぺクトル分析, 

移動平均法などの時系列分析は含まれていない。

各章の各節には入門コースを学ぶ読者のために， A  

(推鍵) ， B (選択) , C (推奨せず）の記号が付けられてお 

り，配列においてもL、かなるA もそれ以前のB ， C it  

依存することはなぐ， B はそれ以前のC に依存するこ 

とはないというように配慮されている。 したがって， 

読者は自らの水準に応じてA , 13, C の記号にしたが 

って取捨選択して読んでI 、けばよく，700頁近L、この 

大著を始めから終りまで順番に読んでいくというよう 

な読み方は決して賢明ではない/,

59細 ）
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